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第７回統計委員会・第９回基本計画部会 議事録 

 

 

１  日  時  平成 20 年 3 月 10 日（月）15：00～17： 25 

 

２  場  所  中央合同庁舎第４号館 共用第１特別会議室 

 

３ 出 席 者 

【委 員】  

竹内委員長、吉川委員長代理、大守部会長代理、阿藤委員、大沢委員、出口委員、

野村委員、廣松委員、舟岡委員、門間委員、美添委員 

【統計委員会運営規則第３条及び６条による出席者】 

 《国または地方公共団体の統計主管部課の長》 

       内閣府経済社会総合研究所長、総務省統計局長、総務省統計局統計調査部長、 

文部科学省生涯学習政策局調査企画課長、厚生労働省大臣官房統計情報部長、 

農林水産省大臣官房統計部長、経済産業省経済産業政策局調査統計部長、 

国土交通省総合政策局情報管理部長、環境省総合環境政策局環境計画課企画調査

室長 

日本銀行調査統計局審議役（統計担当）、東京都総務局統計部長 

 【事務局】 

中島内閣府大臣官房統計委員会担当室長 

    貝沼総務省政策統括官（統計基準担当） 

 

４ 議事次第 （１）各部会の審議状況について 

       （２）基本計画部会各ワーキンググループの審議状況について 

       （３）その他 

 

５ 議 事 録 

○竹内委員長 それでは、時間になりましたので始めさせていただきます。ただいまから

第７回統計委員会・第９回基本計画部会合同会議を開催させていただきます。 

本日は、井伊委員、佐々木委員が所用のためご欠席です。 

まず、議事に入る前に、本日用意されている資料について、事務局から簡単にご紹介く

ださい。 

○中島内閣府統計委員会担当室長 議事次第をご覧いただきたいと思いますが、配付資料
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として１から７までご用意させていただきましたのでご確認ください。それから、参考１

から参考４についてもご確認いただければと思います。よろしくお願いします。 

○竹内委員長 それでは、本日は、部会の審議状況とワーキンググループの審議状況につ

いてのご報告をいただいて、まずそれについて議論していただくということがほとんど中

心で、中身はいろいろあるのですが、なるべく手際よくやりたいと思います。 

早速、まず部会の審議状況について、最初に人口・社会統計部会の審議状況について、

阿藤部会長からご報告いただきます。お願いします。 

○阿藤委員 それでは、人口・社会統計部会の結果概要についてご報告させていただきま

す。 

資料１番目でございますが、これは調査が２つに分かれておりまして、１つは社会教育

調査、もう１つが医療施設調査と患者調査ということでございます。 

最初に、１ぺージ目から２ぺージ目で社会教育調査についてのご報告をいたします。 

ここでは、１つの課題は調査の統合ということがございまして、従来の指定統計調査と

しての社会教育調査に、承認統計調査としての生涯学習・社会教育施設調査というものを

一体的に統合するという計画でございます。承認統計調査の方は、博物館類似施設調査、

民間体育施設調査、文化会館調査と別々に行っていたものを、今回統合的に行うという案

でございます。これにつきましては、次回調査の実施年でもあります平成 23 年が経済セン

サスの実施年であるということで、そのための母集団情報の整備という観点からも、正確

な調査を実施してもらうことを希望するとか、あるいは、この調査はハードが中心になっ

ていて、利用者の状況などのソフト面が弱い、薄い。更には、経済面からの把握も重要で

あるというご意見も出ましたが、審議の結果、調査の統合については妥当であるとされま

した。なお、ご意見のあった、いわば利用者側のデマンドサイドに立った調査というのは、

必要性は認められるということで、これについては今後の課題とすることとされました。 

それから、調査の新設でございますが、これはいわゆる生涯学習に沿って、生涯学習推

進センターというものがあちこちに設置されているということで、これを新たに把握する

調査を実施するということでございます。これに関しましては、またいろいろご意見が出

ましたが、都道府県立の生涯学習推進センターは把握が容易であるが、市町村レベルにな

るとさまざまな施設があるということで、なかなか把握は困難であるという面がある。そ

れから、どういうものが生涯学習推進センターなのかということで、施設の機能というも

のを定義に用いると線引きがあいまいになるとか、さまざまなご意見がございました。そ

れで、これも審議の結果、調査の新設については妥当である。しかし、調査対象施設の定

義についての整理が必要であるということで、次回の会合までに検討していただくという

ことになりました。 

それから、調査対象の拡大でございますが、これにつきましては、これまで教育委員会

所管の施設のみ対象となっていた青少年教育施設、女性教育施設等について、独立行政法

人及び地方公共団体の首長部局所管の施設を追加するということを計画しているというこ



 

 3

とでございます。これにつきましては、若干のご意見がございまして、首長部局の施設で

は、例えば青少年婦人会館というような施設、つまり両方を看板に掲げたような施設もあ

る。どちらに含めるか整理が必要になると思うという意見がございまして、審議の結果、

これも調査対象の拡大については整理する点はあるが、概ね妥当とされました。 

それから、調査事項の追加でございますが、施設に付随するようなレストランや駐車場

等の経済的な機能をアクティビティの面から把握することも必要ではないかというご意見

も出ました。今回は見送りということになりましたが、施設の建築年・建築物の構造別の

把握ということについて、いわゆる耐震化対策という面でそういう項目を準備していると

いうことがございまして、これも若干のご意見がございましたけれども、原案どおりいく

ということになります。 

それから、学級・講座の学習内容別区分の細分化ということで、従来、６種類の分類で

調査を行っていたが、これを細分化して 80 種類の分類で調査を計画しているということで

ございました。これにつきましていろいろご意見がございまして、学習内容の分類を何を

根拠として細分化しているのかとか、あるいは、これについては何か標準的な職業分類や

産業分類に相当するような分類はないのかとか、いろいろご意見がございまして、審議の

結果、学校・講座の学習内容別区分の細分化は、なるべく正確に内容を把握するという点

で妥当であるが、学習内容別区分の精査が必要である。これも次回までの宿題とされまし

た。 

それから、ボランティアにつきまして、社会教育・生涯学習を支えるボランティアにつ

いての調査項目を充実させるという計画がございまして、そういう項目が入っているとい

うことでございましたが、これについては、調査の原案では主として施設内でボランティ

アがどう使われているかという面での調査が中心でございまして、施設ボランティアでな

い、つまりボランティアがそこを拠点にして外へ出て行って何をしているのかという面も

必要ではないかということで、余り施設ボランティアに軸足を置かない方がいいというご

意見もございました。ただ、実態として調査で捉えられるのは、施設でどのような活動を

しているかということで、外で何をしているかはなかなか捉えにくいということもござい

まして、その点では施設内のボランティアでいくということになったということです。そ

れから、青少年教育施設と女性教育施設についても、独自の項目立てが必要じゃないかと

いうご意見もございました。審議の結果、先ほど申し上げたように、ボランティア活動状

況の項目追加については妥当であるが、活動内容の選択肢について若干整理が必要だとい

うふうにされました。 

その他、今回、整理等を求めた事項及びオンライン調査の導入以降の残された論点につ

きましては、次回部会で審議する予定でございます。これが社会教育調査の審議状況でご

ざいます。 

それから、３ぺージ目からでございますが、医療施設調査・患者調査の計画についてで

ございます。 
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医療施設調査につきましては、前回の統計委員会でご報告したところ、特に経営項目に

ついてのご意見が大変出されました。人口・社会統計部会でももう少し議論してくれとい

うことでございましたので、その実態を知るという意味もあって、厚生労働省から資料も

用意していただき、そして少し議論もさせていただきました。これにつきましては、各委

員からさまざまな意見が出ましたが、主たる意見としては、経営状況を把握するには詳細

な項目が必要である。これを診療機能の把握を目的とする医療施設調査の中に加えるのは

記入者の負担が大きいということで、経営項目の把握を予定している経済センサスで対応

するのがよいのではないかとか、あるいは医療施設の経営状況については経済センサスに

より５年ごとに母数となる数字を把握し、そして医療経済実態調査により、中間年の状況

をサンプル調査する方法が考えられるという意見がございました。それから、医療施設調

査は医療の提供状況、サプライサイドを整理するものであって、医療施設の経営項目につ

いては、医療施設調査とは別の調査を行うのが適当ではないかというご意見が多数を占め

ました。 

これらの意見を踏まえまして、医療施設の経営項目については、医療施設調査において

把握するのではなく、他調査の状況を利用することが当面は適当である。リンケージの利

用のあり方については、基本計画部会において、医療に関する統計の体系に関する議論の

中での検討を行っていただくという、前回の整理が部会で再度確認されました。 

それから、前回の部会では、労働時間の把握とか従事者数について、把握の方法等につ

いての若干の議論がございましたけれども、労働時間の把握については、イのところにあ

りますように、今回の調査で対応するのは大変困難であるということで、中長期的な検討

課題とされました。 

それから、従事者数につきましては、やはりイのところにございますように、次回調査

以降、他調査との関連において重複が生じないよう、検討に当たって留意するとされまし

た。また、地域ごとに男女別の医師不足の状況を把握する観点から、医療施設調査におい

て男女別の医師数を把握することは適当とされました。 

それから、医療施設調査の追加論点でございますが、１つは調査票の様式、これは見や

すくするということでございます。 

それから、記入者負担の軽減等について、特に医療機器を用いた検査等の実施状況を把

握する項目で、病院と一般診療所を同じ項目としている。一般診療所については、余り高

額医療機器は使っていないので、そういう項目は不要ではないかというご意見がございま

した。それに対しまして、以下のようなご意見が出ました。一般診療所について、高額医

療機器の導入状況を把握する必要があるかということで、少ないとはいっても経年変化を

把握する必要があるということ。それから、普及状況がどうかということを把握する必要

があるという点で、イのところにございますように、そういう点で今回この項目を一般診

療所についても含めることが適当だというふうにされました。 

以上が医療施設調査についての審議状況でございます。 
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次に、（5）で患者調査における前回統計審議会の「課題への対応」についてでござい

ます。この調査については、前回統計審議会の課題として、１つは傷病の実態をより的確

に把握するために、主傷病だけではなくて、複数の傷病をもつ者について、記入者負担に

配慮しながら、複数傷病の把握方法等の検討を行う必要があるということ。それから、平

成 17 年度調査において病床数 500 床以上の病院の施設内抽出率を引き下げる。その変更に

よって調査結果の精度を検証するという２つの点がございました。 

１つは、副傷病の把握でございますが、これに関しまして主な意見としては、副傷病の

把握は国民の疾病構造を知る上で重要であるが、記入者負担がある。今回は生活習慣病予

防対策等の推進に向けて、生活習慣病及び精神疾患に限定して把握する方法が妥当と考え

られる。重要ということがあれば、今後また追加していけばよいというご意見が出ました。

審議の結果、把握する副傷病の範囲については、状況に応じて変更が可能なものであるか

ら、記入者負担を考慮して、今回調査では、これは行政上の必要性が高いと言われている

生活習慣病及び精神疾患に特定して副傷病を把握するということが適当とされました。 

それから、第２番の標本設計でございますが、これにつきましては、14 年調査と 17 年

調査の結果を比較いたしまして、変更前後で標準誤差率に大きな差はないということから、

問題はないとされました。 

それから、患者調査の「調査事項」についてでございますが、１つは、これは追加事項

のみで削除部分についてはまだ議論が進んでおりません。追加部分につきまして、１つは

患者の国籍、いわゆる外国人の患者数を把握することが必要ではないかということがござ

いました。しかし、外国人の患者数の把握といっても、カルテに患者の国籍までは記載さ

れていないということなので、外見だけではなかなか判断ができないということで、調査

上、大変難しいということでございます。それから、今回、入院患者については、過去の

入院状況を調査することとしておりますが、退院患者についても調査を行う必要はないか

というご意見がございまして、これについて議論をいたしました。過去の入院状況につい

て、記入者負担を考慮しますと、入院票と退院票の双方で把握することは難しいという判

断がございます。退院票については、調査項目が多いということ、それから対象客体数が

多い大病院では記入の負担が大変大きいという意見があることから、過去の入院状況につ

いては、入院票により把握することで問題はないと考えるというようなご意見がございま

した。 

そのほかに、いわゆる医療の判断として、セカンドオピニオンというものが今求められ

ているということがございますので、それに関する情報は今後把握する必要がないかとい

うこともございました。審議の結果、過去の入院状況につきましては、記入者負担を考慮

して、今回調査では、より多くの推計患者数の把握が可能である入院票において把握する

ことが適当とされました。セカンドオピニオン等の取り扱いについては、今後の課題とい

うことにされました。 

以上でございます。 
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○竹内委員長 内容が非常に豊富で、これで一々議論するととても時間が足りなそうなの

で、申しわけありませんが、ぜひというご質問、あるいは何かご意見がございましたらお

願いします。 

○美添委員 時間がないところ恐縮です。両方あるのですが、まず社会教育の方ですけれ

ども、次回の検討課題として先送りにされたという点で、この調査は基本的に施設の稼働

状況等は把握するけれども、ソフト面、活動に関しては把握が不十分ではないかというこ

とです。議論した結果、今後の課題という整理ですが、たしか、これは前回も全く同じ課

題とされて先送りにされた事項だと思います。前々回も同じだったのではないか。時間が

ないかもしれませんが、何をどう議論されてこのような結論になったのか。外から見てい

ると、やる気がないと見えかねないので、今日は時間がないということでしたら、次回の

検討のときにその点の確認をお願いします。 

○竹内委員長 本当に時間はないかもしれませんが、なぜ先送りというか、ちょっと無理

だという話になったかということで、主な点があったらご紹介ください。 

○阿藤委員 今日出ておられます野村委員からご意見が出されたと思うのですが、あえて

言えば、他の委員の方は余りこれに関心を示さなかったということになると思いますけれ

ども。 

○廣松委員 確かに美添委員がご指摘のとおり、前々回については私は記憶が残っていな

いのですが、前回にもこの問題は提起されました。ただ、今回の計画の改定で、それ以上

に、対象施設を拡充した、すなわち教育委員会が所管しているものだけではなくて、地方

公共団体の首長部局が持っている施設にまで拡張して、確かに施設が中心ですが、その活

動を捉えるということにしましたので、両方同時にやるのはちょっと難しかろうという判

断も働いたことは事実です。 

○竹内委員長 よろしいですか。野村さんも何か。 

○野村委員 私も参加しておりまして、そのときに、過去の議事録を拝読しておりまして、

美添先生がかつてそれをご指摘されて、その前の平成 14 年のときもそういう議論があった

と認識しています。ＮＰＯといいますか、ＳＮＡではＮＰＩといいますか、非営利団体に

おける生産の捉え方として、内部のアクティビティは複数存在しているかもしれないし、

またそれらの財・サービスが市場的に意味のある価格で提供されているのか否か、という

ような議論の中でしっかりと把握することが必要だろうということは、恐らくコンセンサ

スがあったと思うのですけれども、基本的な構図としまして、やはり３～４回しか議論の

場がない。その中で抜本的な改革というのはほとんど受け入れられず、課題と先送りの構

図が私の短い経験だけでも常に繰り返されてします。基本計画は今回大きく違うのでしょ

うけれども、そういう基本計画のような検討の場、それをベンチマークのリビジョンとし

て捉えますと、もう少し議論ができて、かつ実際に変えられるかもしれない場が準備され

ないと、このテーマのたぐいの議論は常に時間的な制約を理由に流されてしまうというこ

とがあるのではないかと思います。 
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○舟岡委員 通常、今後の課題として掲げられますと、実施者は責任をもってその課題に

対して検討して、次回の諮問時においては回答を示すはずであり、実際、大半の省庁が示

してきました。私は、文部科学省が怠慢だとしか言えないと思いますが。 

○竹内委員長 確かに野村さんのおっしゃるとおりですけれども、それをもし全部、委員

会あるいは部会のところでフォローしていたら、それこそ年がら年じゅう部会をやってい

なければいけないので、やはり一応実施部局にボールを投げたら、投げられた方である程

度責任をもって答えていただくということになっているんだと思いますが、今回それはど

うなったかよくわかりませんけれども、これは何遍も繰り返して指摘されていることです

から、ぜひ次はそこは直していただきたい、どうしても直せないなら、だめである理由を

はっきり示していただきたいと思います。そういうことはどうぞお伝えください。 

それで、もう１つの方については何かご意見ありますか。 

○美添委員 これも時間がないので、一言だけですが、経営項目に関して検討された経過

は十分理解できました。今後、リンケージについては、ワーキンググループ、基本計画部

会の議論に委ねるという説明がありまして、一般的にはそれでよろしいと思いますが、た

だし、この調査に関わって、具体的にリンケージ項目として何が必要なのか。どのような

項目が、どのような手順でできるかという点については、個別の統計と必要な資料という

視点から、何らかの形で確認をいただくことが効果的だろうと思います。 

もう１つは副傷病の件ですが、今回の提案は私は評価したいと思います。部会長から説

明がありましたように、この問題は引き続き検討してくださるということです。ここの定

義を変えると傷病率そのものが大きく違う可能性があって、従来から捕捉には問題がある

ことは医療関係者は十分認識していたはずです。それに対して、今回、部分的にせよ、こ

の項目を復活して、しかも調査の負担を避けるという回答が示されたので、ここは高く評

価したいと思います。今後も引き続き改善を期待いたします。 

○竹内委員長 基本計画部会の一般的原則で議論していただくということはそれでいい

んですけれども、今、美添さんが指摘されたように、今後、具体的な問題に、例えば今２

つの調査についてはこことここがリンケージできるはずだというようなものはどこか答申

の中に出しておいていただいた方がよろしいと思いますから、お願いしたいと思います。 

何かご意見ございませんか。急いで申しわけありませんが、もし特にご意見がなければ、

次にいきいたと思います。 

次に、産業統計部会の審議状況について、舟岡部会長の方からお願いします。 

○舟岡委員 資料２をご覧ください。第４回産業統計部会の結果概要に従ってご説明いた

します。第４回産業統計部会は、２月 27 日、特定サービス産業実態調査の改正について審

議いたしました。第４回の部会を含めて、全部で４回の部会審議を予定しております。 

初めに、調査実施者から特定サービス産業実態調査の目的・役割等の変遷、それから今

回の改正計画の内容に加えて、特定サービス産業実態調査は、昨年も一昨年も諮問されて

いますので、それに対する審議会答申の中に掲げられた今後の課題に対する対応状況およ
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び、統計委員会に諮問された際の委員からの意見に対する回答について説明がありました。

それを受けて、委員・専門委員からの質疑が行われ、その後、特定サービス産業実態調査

の役割・位置づけに焦点を絞って審議を行いました。部会における主な意見については以

下に記してありますが、役割・位置づけについては、「本調査の役割・位置づけ等につい

て」と「標本調査化等について」に記されています。併せて、部会では「調査対象事業所

の的確な捕捉について」、「民間事業者の活用について」、「調査結果の補正について」、

それぞれ意見が出されましたが、これらについては次回以降の部会で詳しく審議する予定

であります。 

本調査の役割・位置づけ等について、③に記してありますが、サービス産業分野におい

ては、５年ごとに広く概括的に把握する「サービス業基本統計調査」があり、それと対峙

するような形で、経済産業省所管の業種の特性を捕捉することを主な目的とした「特定サ

ービス産業実態調査」があります。その意義と位置づけについて、変わっていないとの認

識で良いかについて確認が行われました。 

今回、所管業種を対象に業種拡大を行う計画案であり、これは緊急の行政課題へ即座に

対応を図る必要性から出てきています。この調査の目的として、必要かつ重要な業種につ

いて、しっかりした調査を行うことが本来のあるべき姿であるという点については大半の

委員の一致した見方でありました。 

しかしながら、⑥に記してあるように、新たに開始する平成 23 年の経済センサスでは、

企業・事業所についての経理事項を調査します。経済センサスにおいて、母集団情報が整

備されるとともに、サービス業についても主要な経理事項が調査されますので、経済セン

サスの実施の前と後では特定サービス産業実態調査の位置づけが変わり得ることもありま

す。したがって、本調査のあり方については、23 年経済センサスの前と後で分けて考える

ことが必要だろうと判断し、とりあえず当面は、経済センサスの実施の前までを視野に入

れて特定サービス産業実態調査のあり方について検討する必要があるだろうと考えていま

す。 

しかしながら、⑦に記してありますが、今後の統計整備のあり方に寄与するように、中

長期的な視点からも、本調査の果たすべき役割について議論すべきだとの意見もありまし

た。 

⑧において、それでは、この特定サービス産業実態調査によって産業の特性をどのよう

に捉えたら良いかですが、各業種について横並びで調査すれば良いわけがない。サービス

産業といいますと、あたかも１つの産業であるかのように時には受けとめられがちですが、

広義のサービス産業と擬せられる第三次産業とは、第一次、第二次産業を除いた雑多な産

業の集まりに過ぎませんから、その産業特性は業種間でいろいろ異なります。したがって、

何を把握する必要があるかは、サービス産業の中でもどういう業種についてどうであるか

を明確にする必要がある。所管業種について、経済産業省は多くの知見を有されておりま

すから、各業種について何を把握することが重要かについて明確にする必要がある。 
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⑨に記してありますが、ものについては事業所間の取引を捉えるような設計となってい

ますが、サービス産業に係る統計は、戦後すぐにではなく、かなり時間をおいて整備され

て、そして調査事項や対象も限られていたこともあって、その活動について同一企業内の

事業所間の取引を捉える設計にはなっていません。その手段はどのようにして可能なのか、

それから、捉えることにどのような意義があるのかについても、十分検討すべきではあり

ますが、すぐ回答が出る問題ではありません。サービス業の生産性の計測等とも密接に関

係するので、これについては中長期的に考える必要があるだろうという意見がありました。 

次の「標本調査化等について」でありますが、①で、本調査を毎年実施する必要性は何

なのか。都道府県別に調査した結果を表章することがなぜ必要なのかを明確にすべきであ

る。②で、標本調査化に係る検証結果は、単純無作為抽出による試算であり、層化抽出の

下でいかなる検証結果になるかについて試算し、評価する必要がある。必ずしも都道府県

を単位として調査する必要がなければ、ブロック単位で調査する方が効率的で、ブロック

別に表章すれば十分ではないか、そういう意見がありました。 

④で、調査実施者から地域別表章の範囲、小規模事業所に対する調査のあり方について

は、十分な検証を現段階で行っていないので、今後、標本調査化の可能性について引き続

き検討したいという回答がありました。 

「調査対象事業所の的確な捕捉について」以降は、審議の際に出てきた意見ですので、

第５回の産業統計部会で詳しく審議いたしますので、その中でまたご紹介したいと思いま

す。 

以上でございます。 

○竹内委員長 どうもありがとうございました。では、何かご質問、ご意見ございません

でしょうか。 

○内閣府経済社会総合研究所長 サービス産業の統計は非常に重要ですし、ある意味で世

界的にサービス産業をどう捉えるかという議論が今ものすごく盛んになっているところだ

と思うんです。そういう意味で、ただ単に１つ１つの実態調査が諮問に出て、諮問にかか

った結果、これをどうするかという議論だけじゃなくて、日本の中で 70％を占めているサ

ービス産業をどう捉えるかということをぜひ産業統計部会で本気になって議論していただ

きたいと思うんです。これをやらないと、また日本は数歩遅れることになると思います。 

これにも書かれているし、先ほどの報告にもあるのですが、経済センサスに期待する要

素がものすごい高いわけですね。ところが、われわれは、前にも申し上げたのですが、統

計委員会の場で経済センサスというものをどういう位置づけをして、どういう方向で進ん

でいるかという報告は今までなかったと思うんです。これは、母集団をどう捉えるか、そ

のことも含めて非常に重要だと思いますので、ぜひ委員長にお願いしたいのは、どこかで

経済センサスの現状についてどこまで審議がされてきて、現状どうなっているかというこ

とをきちんと共有の認識として持つべきだと思います。 

その上で、特にサービスについては、事業所という単位なのか、企業という単位なのか、



 

 10

産業という単位なのか。それから、サービスというもののクオリティをどうはかるかとか、

プライスをどう設定するかとか、これは非常に大きな問題ですので、そういうことに対し

て現状の統計のどこはどういう形で押さえているけれども、どこが不足しているというこ

とを一度きちんと整理していただいた上で、こういう形の諮問が出てきたときに、これは

こういう部分を担っているんだ。だから、こうしたいという形のステップがないと、一歩

ずつ進めていっても、結局、今は時間がないから次のことにしますということで終わって

しまうケースが多いので、たぶん時間はかかると思うのですが、そういうルールを委員会

としてつくっていくことが非常に重要だと思います。 

○竹内委員長 今の件はそのとおりですが、私の理解では、それはとりあえず基本計画部

会そのものの課題でありますと同時に、ワーキンググループでいろいろご検討いただきた

いと思うんです。それは産業統計部会でも議論すべきことかもしれませんが、一応それぞ

れの部会は、前の統計審議会のいわば義務の引き継ぎのようなことで、現実にすぐ行われ

る統計について意見を出さなければならないので、確かに今の状況ではそこで十分議論す

るだけの時間がないわけですから、そのような問題は一応、基本計画部会、あるいはワー

キンググループで議論していただくということにしたいと思います。 

それで、実は経済センサスの件につきましては、すでにいろいろな関係部局でいろいろ

なご検討が進んでいるはずですけれども、それについて、これはやはり一応ご報告をいた

だきたいのですが、それはどういう段階で、どういうふうにご報告いただくのがいいのか

は、事務局の方とも相談して、また関係部局とも相談してお願いしたいと思います。とり

あえず、ワーキンググループでは、経済センサスの件は特に第２ワーキング、第１も第３

も全部関係するのかもしれませんけれども、ぜひご議論いただきたいと私は思っておりま

すし、この基本計画部会の場でもその議論をいつか、そんなに先に延ばしてはいけません

けれども、近いうちにはいつかやりたいと思っております。 

特に今の具体的な問題について何かご議論ございますか。 

○出口委員 特定サービス産業実態調査ですけれども、舟岡先生のご報告の中にもあった

ように、⑤のところで、どうしても所管の業種に限定してしまうと、インターネットとか、

幾つかの付随サービスみたいに、複数の省にまたがる業種の場合にやや問題が生じるとい

うか、そういう遺漏が生じるということがございます。それから、既に特定サービス産業

実態調査でも調査客体に対する負担の問題もありまして、従業員のキャリア等は別途サン

プリングの労働力調査の方と政策上はマッチしなければならないとか、極めて加工統計的

な側面がありますので、サービス業を総合的に捉えるためには、いろいろな調査をどこか

で総合するような視点がどうしても必要になってくるという印象を強く受けたということ

と、やはり主業と副業の分割みたいなものが、既存の物づくりの事業所単位で、例えばう

まくサービスが分けられないという問題が典型的にあって、Google などは２～３年もする

と携帯電話業に変わっているかもしれないという、そういう状況がございます。しかも、

全部事業所単位で分かれていないんです。半々ぐらいでやっていたりするとか、その種の
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問題がありますので、少し捕捉も含めて、広義の加工統計としての分析をやっていかない

とだめではないか。そうでないと、今、経済社会総合研究所長からのご指摘にあったよう

に、どうしても構造を捕捉できないというような問題がいろいろなレベルであると思いま

す。 

○美添委員 今の件は経済社会総合研究所長の発言とも関連するのですけれども、私はこ

の統計委員会の場でまだ議論を伺っていませんが、経済センサスの話と、それから、サー

ビス業に関する構造的な調査、動態的な調査がどういう検討状況にあるのかということを

踏まえた上でないと一般的な議論は不十分だと思います。この特定サービス産業実態調査

に関する諮問・答申は、委員長の説明のとおり、従来の課題の延長で、経済産業省が今直

面している政策課題に直ちに応えなければいけない。そのためにこれこれの調査をやらな

ければいけないというのが諮問の理由であり、答申もそこに絞るべきだと思います。だか

ら、出口委員が言われたような問題点は存在しますが、それはサービス業一般に関する調

査でこそきれいに取り入れることができるものであって、経済産業省にすべての責任を負

わせるのは、調査の実施方法としても困難であると思います。ここは一般論を切り離して、

できるだけ早く結論を出すべきだろうと思います。 

それに関連して１つだけ。今の部会概要の中で幾つか議論があった中で、これは全数調

査が必要であり、標本調査はできないという答案ですが、その理由に県別の表章が必要で

ある、それを各県が求めているという説明がありました。私は、それは間違いであり、過

去の発言とも矛盾していると思います。というのは、以前、サービス業基本調査と事業所

・企業統計調査を同時に実施するときに、地方にとっては容易にサービス業の特性を把握

することができる機会があった。そのときに、都道府県は全数は要らないという強い主張

をされて、主要な部分しか調査しなかった。特定サービス産業実態調査というのはサービ

ス業全体の中のごく一部です。そのごく一部について、なぜ県別に全数が必要であり、そ

れを超える広い範囲のサービス業に全数が不要なのか。都道府県が何を考えているのか私

には全く理解できませんでした。これは部会での話です。 

○竹内委員長 今、美添さんが提起された疑問について、部会長としてお答えになること

がありますか。 

○舟岡委員 その点は私も同感でして、都道府県ごとに表章することの意味については疑

問でして、ブロック別程度に大よそ把握できれば良いのではないかと思います。特にサー

ビス活動は県を越えてやりとりされていますから、限られた業種について、行政区域であ

る県で仕切って捉えて何に利用するのか、多少疑問なところがあります。 

○竹内委員長 もしそうでしたら、今日は経済産業省の方が見えていますから、何か反論

があったらおっしゃってください。 

○経済産業省調査統計部 今ご指摘の点は、従来から当方からご説明していますように、

各県からの要望、県別の表章のものが必要であるという要望があり、それを前提としてサ

ンプル設計をすると標本が非常に大きくなってしまうというご説明をしたところでありま
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す。実際に特定サービス産業実態調査は、ご承知のように、今、非常に多くの業種を拡充

しようとしておりますので、少なくとも、われわれの聞いておりますのは、主要な業種に

ついては各県からのニーズが高いというふうに聞いておるところでございますので、その

前提としてご説明をしたということでございます。 

○舟岡委員 特定サービス産業実態調査の位置づけに関連することですが、サービス関係

の統計は、戦後、長らくにわたって未整備で、経済社会総合研究所長がおっしゃいました

ように、昭和 40 年にはサービス産業のウエイトが５割を超えてきたにも拘らず、これを捉

える統計が全くないと言ってよい状況だったかと思います。二十数年前、竹内委員長も関

わられた「統計行政の中長期構想について」の中で、サービス関係の統計について、３つ

の分野の統計を整備すべきとされました。広く概括的なサービス活動を捉える統計と動態

を捉える統計、そして特定のサービス産業について、その構造・特性を詳細に把握できる

ような統計が必要であると指摘されています。広く概括的な統計は、サービス業基本統計

調査として平成元年から５年おきに実施されてきました。特定サービス産業実態調査は「中

長期構想について」の少し前から通産省が実施していましたが、その対象業種を拡大する

方向で幅広いサービス産業について、その特性を把握できるようにしてきました。さらに、

動態を捉える統計は、第１次吉川委員会でその整備が求められて、それを受けて「サービ

ス産業動向調査」として、今年から実施されることになりました。 

言ってみれば、３点セットが曲がりなりにも整うことになって、それらをこれから更に

磨き上げていくことになると思いますが、広く概括的な統計としてのサービス産業を捉え

る統計は経済センサスの中に包含される方向になっている。それがどのような形で結果を

明らかにするのかと、特定サービス産業実態調査にどのような役割を担わせるかは密接不

可分のところがありますので、そこも意識しながら今回の審議は進めていきたい。実は、23

年の経済センサスは中身がまだ詰まっていません。その具体的内容が十分詰まっています

と、その先まである程度見通した上で特定サービス産業実態調査はどうあったら良いかを

検討できるのですが、残念ながら、まだ 23 年の経済センサスの輪郭は現段階で不明です。 

○竹内委員長 ちょっと脱線になりますけれども、23 年の経済センサスというのは非常に

重要だと私は思っていますが、これについて各方面で今一生懸命検討を進めておられるの

ですが、これが十分詰まっていないというのは舟岡さんのおっしゃるとおりですが、 さて、

それでいつ統計委員会でその問題を議論したらよいかということがあります、これからい

ろいろな基本的なことを考えて詰めていこうというお考えのときに、いきなり早くそれを

取り上げて、ああだこうだこちらが十分調べてもいないうちに言うのもどうかと思います

し、といって、非常に詰まり過ぎて、もう全部決まったところで、これ以上何を言っても

今からはだめですというようなところで議論しても、これもまたむだ骨になりますので、

そこは適当なタイミングで進行状況について少し聞かせていただいて、また意見があれば

こちらからも申し上げるということにしたいと思います。その辺は担当室の方でもよく調

べて頂きたいと思います。もうそろそろ近いうちにご報告をいただいて議論してもいいん
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じゃないかというのが私の印象ですけれども、その辺はこれからよく考えさせていただき

たいと思います。 

○舟岡委員 経済社会総合研究所長の、サービス産業について、品質をどのように評価す

るか、価格をどう捉えるか、 これらの点は非常に重要なことでして、本日予定の議題を先

取りしますと、第２ワーキンググループでもそういう問題が投げかけられています。ただ

し、これは短時間で答えを出せるようなものではありませんので、かなり中期的な観点で

研究を十分深めて、何らかの結論を引き出すことが必要だろうと考えています。 

○竹内委員長 まだワーキンググループに関するところでも議論があると思いますが。 

○経済産業省調査統計部 １点だけお願いでございますが、先ほど美添委員から出たよう

に、今回の諮問につきましては、今年 20 年の特定サービス産業実態調査について審議をお

願いしているところでございます。実際には今年の 11 月１日が調査日でございますので、

今回お願いしているのはそのやり方で、今回は業種を従来に比べて拡張しておりますので、

その点についていかがでございますかという形でお願いしております。実際に作業スケジ

ュールというか、実査のことでございますので、今出ている話は、美添先生、舟岡部会長

からも出たように非常に大きい話でございますので、それは非常に重要だということは十

分理解しておりますけれども、今年の特定サービス産業実態調査が円滑に行われますよう

に十分よろしくご審議をお願いしたいと思います。 

○竹内委員長 その点は十分理解できるのですが、それでまたほかのことにとらえわれて

いると、また次に実際に調査の計画が出る段階になって、これでどうにかお願いします。

あと半年しか時間がないのでという話ばかりになると、いつまでたっても基本的なことを

議論することができなくなりますから、適当な段階でやはりあらかじめもう少し大きな長

期的な議論ができる場はつくりたいと思います。 

○経済産業省調査統計部 それは、ご指摘があったように、経済センサスを一度やります

と、当然名簿の整理等については従来にない情報が得られるということですから、それ以

降のサービス業の構造の実態把握のあり方については、また別途、経済センサスと合わせ

てご議論いただく必要があるとは思っています。ただ、今回の諮問は、従来からやってお

ります特定サービス産業を今年やるということですので、よろしくお願いいたします。 

○竹内委員長 それはよくわかっておりますけれども。 

それでは、この件はよろしければ、ちょっと議題が詰まっていますから次にいかせてい

ただきます。 

次の議題は、基本計画部会各ワーキンググループの審議状況についてご報告をいただく

のですが、その前に、基幹統計の考え方についてこれまでいろいろご議論がありましたが、

総務省で改めて法律解釈上の問題も含めて整理していただいたものがそこに出ていますの

で、これを論点メモということでご説明いただいて、これに関するご議論は今はやめてい

ただいて、各ワーキンググループの審議状況とまた絡んで、もしご議論があればしていた

だくことにしたいと思いますので、簡単にご説明だけお願いします。 
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○貝沼総務省政策統括官 それでは、資料３をご覧いただきたいと思います。基幹統計や

基幹統計調査を巡る論点につきまして、法案制定過程での検討状況も含めましてメモにま

とめましたので、基本計画部会、あるいは各ワーキンググループの議論の参考にしていた

だければと思っております。 

論点でございますけれども、６つほどにまとめております。１つが、基幹統計の指定の

要件。それから、指定された基幹統計が満たすべき要件。３番目が手続の問題でございま

す。それから、裏の方にいきまして、４番目が基幹統計と基幹統計調査の対応関係がどう

なっているのかということでございます。５番目が、基本計画におきまして、基幹統計に

ついてどんなご議論、アウトプットをしていただきたいのかということについての事務局

としての考えをまとめたものでございます。それから、６番目として、具体的な統計、特

に加工統計について、基幹統計と統計調査がどんな関係になっているかということについ

て、若干論考したものということでございます。 

その後、資料を別紙ということで付けておりますので、適宜、別紙をご参考にしていた

だきながら簡単に説明させていただきたいと思います。 

まず、指定の要件でございますが、これはすでにご案内のとおり、別紙の３ぺージに定

義がございまして、第２条の定義の中で、いわゆる内容の重要性、あるいは広く使われる

ということで、政策遂行上の重要性とか、民間で使われている、あるいは国際比較上重要

というようなことがすでに法律で定められているところでございます。 

今後の論点としまして、ここで書いてある基準を更にブレークダウンできるかどうかと

いう問題があろうかと存じます。ただ、私どもとしましては、なかなか共通的なメルクマ

ールを出すのが難しいところがあるんじゃないかと。具体的な政策のニーズや時代背景を

含めて、重要性を判断していくことになるんじゃないかと感じておりますが、これはワー

キンググループ、あるいは基本計画部会でご議論いただきたいと思っているテーマでござ

います。 

それから、どんなことを指定するかということでございますが、これも立案過程では余

り細かいことを書かずに、統計の名前とか、作成目的、作成者、それから作成方法、調査

によるのか、あるいは行政記録を使うのか、加工統計なのかといったようなことについて

指定するということで考えておりました。 

それから、指定された統計の満たすべき要件でございますが、満たすべき要件として考

えられますのは、品質・正確性とか、網羅性、利便性、迅速性といったようことが考えら

れるわけでございますが、法律上はこれらの品質等の要件については統計調査と統計調査

以外分けて、それぞれにつきまして、まず統計調査の場合には、指定統計の実施につきま

して承認を実施部局が申請し、審査し、統計委員会の答申を経て承認をするというような

プロセスが書かれております。それから、統計調査以外のいわゆる加工統計については、

作成方法を届け出てもらいまして、それについて、これも委員会の意見を聞きながら改善

意見を出すということになっております。 
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それから、手続でございますが、今申し上げましたように、指定と承認という２段の手

続があるわけでございますけれども、それにつきましては、４ぺージの別紙２、３枚目の

裏面でございますが、基幹統計についての行政実務の流れの想定ということでございます

けれども、統計調査の場合には、恐らく基本計画で○○省はいつまでに基幹統計として×

×統計を作成するといったようなことが盛り込まれることがあろうと存じますけれども、

それが書かれますと、その後、総務省はその省と協議の上、指定することを委員会に諮問

して、答申を受けて指定するという行為がございます。その後で基幹統計調査についての

承認申請を実施省庁、作成省庁が申請をする。それで、それを同じように統計委員会に諮

問して、答申、承認というプロセスがあるわけでございますけれども、基本的には、基幹

統計としての指定と統計調査の承認については、同じタイミングで委員会でご議論いただ

くことが原則ではないかと考えております。仮に統計調査について承認できないというよ

うなことがあった場合に、扱いとしましては、注の２番目にありますように、両方を一体

として扱うということで、承認できる調査の申請があるまでは指定しないというやり方と、

別途、基幹統計だけを先行して指定するということが考えられると思いますけれども、基

本的には、統計だけ指定されて、統計調査について裏づけのあるものが承認されていない

ということで、ある意味で空振りの事態が生ずるというようなことにもなりかねないとい

うことですので、基本的には、特段の事由がない限りは、指定と承認というのは一緒にや

るのがわかりやすいんじゃないかと考えております。 

他方、調査以外の方法による統計につきましては、必ずしも改善の意見と指定行為を一

緒にやらなくてはならないというような要請はないんじゃないかと思っております。 

また元に戻っていただきまして、２ぺージ目でございますけれども、基幹統計と基幹統

計調査の対応関係でございます。あちこちにいって恐縮でございますが、これは最後の５

ぺージの別紙３に図示しておりますように、必ずしも１対１の対応じゃなくて、１つの基

幹統計をつくるために、２つの統計調査があり得る。あるいは、統計調査と行政記録を組

み合わせて基幹統計がつくられるということもあり得るのではないかと想定しております。 

例えばですが、前に戻っていただきまして、先ほど来話題になりましたサービス業につ

きましては、サービス業の構造統計と動態統計というように基幹統計を指定して、それぞ

れに統計調査が対応するということも考えられますし、例えばサービス業統計という指定

統計の中で２種類の調査があるというようなことも考え得ると思います。こういうことに

ついてどうに考えたらいいのかということについても、またワーキンググループ、あるい

は部会でご議論いただきたいと思っておりますが、もし基幹統計と基幹統計調査というの

が１対１の対応をしないというような場合もあり得るとした場合には、そうすることの必

要性、あるいは、そうすることのメリット・デメリットなどを整理する必要があるのかな

と思っております。 

それから、５番目がアウトプットイメージでございますけれども、既存の指定統計が 55

本あるわけでございますけれども、今後、何を基幹統計として存続させるのか、あるいは
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廃止するものが何なのか。新たに統合すべきものがあるのか。更には、新規分野で基幹統

計として整備するものがあるのかといったようなことについて、具体的なご議論をいただ

き、かつ計画に盛り込むべき事項についてご答申いただければありがたいと思っておりま

す。 

最後になりましたけれども、基幹統計と基幹統計調査の関係の具体例でございますが、

資料の最後の６ぺージをご覧いただきたいと思います。典型的な加工統計として、ＩＯ（産

業連関表）、ＳＮＡがあるわけでございますけれども、これらの統計をつくる場合に、工

業統計とか、あるいは特別の投入調査などを行って、それらの統計をベースとして加工統

計がつくられるという構造になるわけでございますけれども、それらのＩＯ、ＳＮＡをつ

くるために使われる統計の更に元となる調査というのがございまして、この３段構成の中

で基幹統計がつくられ、あるいは基幹統計調査という位置づけがなされるということでご

ざいます。ここであらわしておりますのは、加工統計を作成する上において必要な統計を

つくるために行う調査について、基幹統計かどうかということが判断されるわけでござい

ますけれども、ここの例の場合におきましては、真ん中の段に書いております、例えば工

業統計が基幹統計かどうかという判断をし、もし基幹統計であれば、そのために必要な工

業統計調査が基幹統計調査になるということでございまして、ＩＯとか、ＳＮＡをつくる

ために工業統計が重要だということは当然あると思われるわけでございますけれども、そ

れはあくまでも工業統計を使って加工統計をするという関係になっておりまして、基幹統

計か基幹統計調査かというのは、調査によって、直接つくられる統計の性格によって判断

されるべきものじゃないかと考えているということでございます。もちろん、工業統計が

重要なのかどうかという判断をする上において、ＳＮＡ等に使われるというのも、その判

断のメルクマールの１つになるということはあろうかと存じます。 

以上でございます。 

○竹内委員長 どうもありがとうございました。貝沼さんが最後におっしゃったことはち

ょっと明確ではなかったかもしれませんけれども、工業統計調査は工業統計という基幹統

計をつくるのに使われるので基幹統計調査とするけれども、例えば○○投入調査というの

は、ＩＯをつくるための基礎資料にはなる。そういう意味では、もしＩＯが基幹統計にな

れば、間接的には基幹統計をつくるために使われるけれども、直接基幹統計のためにつく

るのではないから、例えばＡ投入調査というのは基幹統計調査にしなくてもいいのではな

いか、そういう意味だとご理解ください。 

それでは、これはご説明で一旦伺ったことにして、基本計画部会ワーキンググループの

それぞれのご報告をいただきたいのですが、もう大分時間がたってしまったので、少し延

ばしていただいても、あとせいぜい１時間ぐらいしかないので、４つのワーキンググルー

プに分けるとそれぞれ 15 分になってしまうのですが、その議論の仕方については少し考え

させていただきますけれども、とりあえず第１グループから第４グループまで、それぞれ

の状況について、申しわけありませんが、せいぜい５分ぐらいでお願いします。 
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では、第１ワーキンググループからお願いします。 

○美添委員 第１ワーキンググループは、私、美添が座長を努めております。 

与えられた課題につきまして、７月に中間報告ができることを最終的な目的と設定しま

した。スケジュールとしては多少きついのですが、次回第４回の３月 26 日から第 10 回ま

で、与えられた課題を網羅的に入れまして、第２ラウンドまで検討する予定を入れており

ます。これまでに３度のワーキンググループを開催いたしました。３回目は３月７日で、

本日は席上配付としても資料は間に合っておりません。これについては、ご質問等があり

ましても、次回にお答えするということでお許しいただきたいと思います。 

第１回、第２回、第３回と、基本的な問題につき、基本的な状況を確認するという趣旨

で、専門家を招いてヒアリングをするという作業を実施しました。１回目に関しては、検

討の進め方等を含めて、出席の各委員それぞれの立場から議論をいただきました。立場を

見るには、構成員名簿が必要だと思いますので、１ぺージ目を見ていただきたいのですが、

学会との接点を扱うワーキンググループにとって必要な方を何人かお願いしたほかは、各

省のＯＢにお願いしています。ＯＢといっても、各省の利害関係の代表にはならないよう

な、現役のときに改革に対して大変熱意を持った方たち、なおかつ、今の現役の皆さんと

も十分な意思疎通が図れる方たちを推薦いただきまして、恐らく現時点で想定できる私の

考え得るベストメンバーを集めていただいたと思っております。したがって、議論も大変

活発に進みまして、問題点の整理はこれまで順調に進んでおります。 

議論の時間が欲しいということですので、第１回、第２回の議事概要がございますが、

これは、いろいろな問題点を各自が示して、それをワーキンググループの課題に沿って並

べたものですが、これを読み上げることは今は省略させていただきます。この後の自由な

討議のときに、質問があれば、結論は出ておりませんので、議論の経過をご説明するとい

う範囲で、そのときにお答えしたいと思います。 

○竹内委員長 どうもありがとうございました。 

それでは、第２ワーキンググループの方、お願いします。 

○舟岡委員 資料５をご覧ください。私が座長で、これまでに３回行いました。１ぺージ

めくっていただいたところに、ワーキンググループで検討するテーマを記しています。大

きく分けて、経済統計の体系的整備と統計の重点的・戦略的整備の２つに分けています。

経済統計を体系的に整備する際、その１つの基準としてＳＮＡを利用して、ＳＮＡ推計の

ための基礎統計として何が未整備であるのか、確報推計、および１次ＱＥと２次ＱＥのＱ

Ｅ推計について、いかなる統計が未整備であって、今後整備すべきであるかを検討する。

それから、統計マップに基づいた未整備分野の検討と、主要国の統計情報との比較の観点

が経済統計の体系的整備を考えるときの１つのよりどころとなっております。 

 統計の重点的・戦略的整備につきましては、各委員から出されたものとして、ＧＤＰ統

計の精度向上に向けて、どのような推計の仕組み等が考えられて然るべきか。質の評価が

困難なサービス活動をどう扱うか。情報通信・知的財産活動をどう捉えるか。企業の組織
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内活動と外部化をどう捉えるか。観光情報については、都道府県あるいは各省から断片的

に情報がありますが、それを総合的にどう把握するべきか。ストック統計の未整備の分野

をどのように整備していくか。格差問題と絡んで、労働・所得統計をどのように整備する

か。財政統計については、地方財政統計も含めて、早期に利用することが困難な状況にあ

りますが、それをどのように整備していくか。環境統計については、その範疇をどうする

かも含めて、その整備のあり方について検討する。企業の海外進出等、国境を越えた活動

が活発になっている状況をどう捉えるか。母集団情報の整備については、21 年、23 年の経

済センサス、および 23 年の後の 28 年調査が決まっていますが、21 年経済センサス以降の

後続調査についてどのように考えたら良いか。それから、各種の行政情報や調査結果等を

どのようにレジスター化、フレーム化するか。これらのテーマを取り上げることとしまし

た。 

スケジュールですが、第２ワーキンググループは対象が幅広くて守備範囲が多いので、

４月以降は、毎月３回ずつ行うことを予定しています。６月は２回になっていますが、た

ぶん３回になるだろうと思いますし、７月も３回をフルに使うだろうと私は勝手に予想し

ています。これまでに、最初の２回でフリートーキング、３回目は論点ペーパーを検討し

て、今後、第４回では実際に政策を担当しているところからのヒアリングを行ってニーズ

を吸い上げ、その後の第５回以降では、そこに掲げられたようなテーマを中心として検討

を進めていく予定であります。 

第１回の議事概要について簡単に触れますと、ここで意見として多かったのは、60 年ぶ

りの改正なのだから、従来のスキームによることなく、検討方法も抜本的に見直していく

ことが必要である。分散型統計機構の問題点を明確にするとともに、どう解決すべきかを

考えるべきだ。調査客体の負担を軽減していくことが重要であって、同じような調査は統

廃合することが必要である。ビジネスフレームの整備が重要であって、日本でも行政記録

の活用を進めていくべきだ。地方の財政や雇用に関する地方のデータをどのように集計し

ていくか、その実情をよく調べ、利用の仕方について考えるべきだ。こういうところが大

きな話でありまして、皆さん共通の認識だったかと思います。 

第２回の議事概要でありますが、６ぺージになります。（1）では、検討事項及び検討

の進め方を議論しましたが、ワーキンググループ２の目的は、経済社会の状況をより把握

でき、人々の適切な意思決定や政策判断に資するような統計を整備する道筋をつけること。

ＳＮＡ統計の充実に資することは１つの基準だが、広く世の中のニーズに対応することも

必要である。 

統計マップに基づいた未整備分野の検討は、分散型統計機構の弊害がどこにあらわれて

いるかを明らかにして、工夫次第で改善できるものには対応するために行う。主要国の統

計情報との比較は、我が国より統計リソースが潤沢な主要国と比較することによって、こ

こ数十年、予算・人員が削減される中で、整備が遅れている分野を明らかにするために行

うものである。 
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それから、ずっと下の方へいきまして、生産面・分配面のＱＥの整備が重要である。公

会計について、ＧＦＳ（政府財政統計）とＳＮＡは対応していないが、コードの対応付け

による集計へと進展が期待される。 

１枚めくっていただきまして、地域統計については、ブロック別など違うレベルの集計

もあり得るのではないか。 

エネルギーに係る統計については環境統計とどう絡むかとも関係しますが、供給側につ

いて比較的整備されているのに対して、地球環境問題の検討、省エネルギーの推進などの

観点から、エネルギー消費に関する統計の整備が必要である。少なくとも自治体別に電力

やガスの消費量の変化などがわからないと政策効果も評価できない。 

それから、内国歳入庁のデータを活用しているアメリカのように、行政情報をビジネス

・レジスターの整備に積極的に活用すべきだ、そういう意見がありました。 

第３回目では、ＳＮＡ推計のための基礎統計の整備について、確報推計のところは野村

委員に取りまとめをお願いし、ＱＥ推計については門間委員に取りまとめをお願いし、門

間委員には、更にＧＤＰ統計の精度向上に向けた検討についても取りまとめをお願いして

ございます。 

１枚めくっていただきまして、ワーキンググループ２の使命として、１点目は、中長期

的な課題への基本的な考え方を検討すること。２点目は、重要性が薄れた統計の廃止を含

めて、５年程度の基本計画の期間内に具体的に何をなすべきか、できれば工程表まで作成

して提示することである。そういう考え方で臨みたいと考えております。 

次のぺージの統計の体系的整備・ＳＮＡ関係ですが、基礎統計において年次統計と月次

・四半期統計の対応関係を明確にすることが重要。年次統計からＳＮＡ確報を推計し、月

次・四半期統計から速報を推計しても、確報推計時には大きな調整が必要にならない方向

を目指すべきであります。 

１枚めくっていただきまして、ＧＤＰ統計の精度向上、ＱＥ推計のところでは、ＳＮＡ

の速報と確報は別のものという考え方はユーザーには理解できないので、 しない方が良い。

改定が行われるにしても、だんだん真の値に近づけていくという方向が望ましい、こんな

意見がありました。 

そのほか、ご覧いただければ、そこでどのような意見が交わされたかが一覧されており

ます。以上です。 

○竹内委員長 どうもありがとうございました。 

それでは、第３グループの方をお願いします。 

○阿藤委員 第１が短く、第２が長いので、第３は短くということで。資料は６でござい

ますが、これまで２回のワーキンググループを開催いたしました。初回は特に、この分野

は各種の統計がございますので、どういう検討分野を考えるか。それをあらかじめ設定し

て、それぞれの分野ごとに統計整備のあり方、基幹統計の考え方の整理、具体的候補、当

面の具体策等について議論する方式で進めることにいたしました。それで、各回、テーマ
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ごとに専門の委員の先生に体系的なご報告をいただき、それに基づいて議論をするという

ことでございます。当面のスケジュールといたしましては、２月、３月に個別分野ごとに

まずは第１ラウンドの検討を行いまして、その結果を踏まえて、４月、５月に第２ラウン

ドの検討を行う。その後、取りまとめの議論を行うということにいたしたいということで

ございます。 

分野といたしましては、「人口・人口動態」、それから「健康・医療・介護」、「教育」、

「労働・雇用」、「家族・暮らし・居住」、「余暇・レジャー」、「福祉・社会保障」、

ただし、いわゆる健康・医療・介護は除くということ。それから、「治安・犯罪・防災」

の８分野というふうにいたしました。 

それで、第１回のワーキンググループでは、「人口・人口動態」の分野で私自身から人

口統計についての全般的な考え方をご説明いたしまして、意見交換を行ったところでござ

います。以下、国勢調査、住民基本台帳等について、いろいろご意見がございましたが、

それについては割愛させていただきます。 

それから、第２回のワーキンググループでは、テーマとして「労働・雇用」の分野と「福

祉・社会保障」の分野の議論を行いました。そして、「労働・雇用」の分野につきまして

は、ここの委員でございます大沢委員から、特に最近注目を浴びております非正規労働に

ついて焦点を絞ったご報告をいただき、それから、玄田委員から少し包括的・全体的な労

働統計の資料提示をしていただきました。これにつきましては、中身としては、特に最近

高まっている非正規労働、それから労働時間が非常に長過ぎる、しかも非常にあいまいで

ある等々の説明にかなり議論が集中した面がございます。それから、速報性の問題とか、

統計の不足・重複等についての議論もございました。 

それから、「福祉・社会保障」につきましては、これは専門委員の加藤委員から、社会

保障体系といいますか、給付や全般的な統計の必要性、それから、個別の社会保障分野の

統計についての全体的なご説明をいただいたところでございます。議論の関心事としては、

そういう全体的な統計として、例えばＳＮＡとの整合性、特に年金についてですけれども、

そういうものがなかなかないということでございまして、そういうものをどう考えるかと

いうことがございました。 

それから、セーフティネットから漏れている人々の問題がやはり１つの議論の焦点にな

ったと思います。 

それから、更に長く時間がかかったといいますか、議論がたくさん出ましたのは、行政

記録情報の活用という点で、社会保障番号などができれば統計的には大変有意義な活用が

できるという議論がありましたが、一方で、なかなかこれは容易ではないという、やや甲

論乙駁な感じがございましたけれども、そういうものの必要性についてどう考えるかとい

う議論がございました。 

一応以上でございますが、引き続き次回、「家族・暮らし・居住」とか「レジャー」と

いったテーマについての個別の検討も続けていきたいと思っております。以上でございま
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す。 

○竹内委員長 どうもありがとうございました。 

それでは、第４ワーキンググループの方、お願いします。 

○廣松委員 それでは、第４ワーキンググループの審議状況についてご報告いたします。

資料７及び本日席上配付ということで、第４回目の議事概要が配付されております。 

第４ワーキンググループは、今申し上げましたとおり、これまで４回会合を開きました。

資料７の一番最後にＡ４横の形で審議の進め方という１枚の予定表を付けておりますが、

ご覧いただきますとおり、第４ワーキンググループがカバーすべきトピックスとして大き

く７つございます。このテーマをいかに効率よく、かつ漏れがないように議論をするかと

いう意図からこういうものをつくった次第でございます。 

現在４回までということで、それぞれのテーマに関する第１ラウンドまで済んだところ

でございまして、第１ラウンドの趣旨は、ワーキンググループのメンバーの方々にある程

度共通の認識を持っていただいた上で、基本計画としてどういうものを盛り込むべきかと

いうことを、次の第２ラウンド、第３ラウンドでご議論いただこうということでつくりま

した。 

ごく簡単にそれぞれの会合のご紹介をいたしますと、第１回目は、審議の進め方そのも

のを審議いたしますとともに、基本的な論点について、いわばフリーディスカッションの

形でご議論いただきました。１ぺージの下のところにございますとおり、まず行政記録情

報の活用に関しまして、これは、本日もそうですが、いろいろな形で今話題になっている

わけです。それで、当然のことながら、メンバーの方々は積極的に活用すべきであるとい

う意見でございますが、その際、例えばアメリカの経済センサス等、海外の事例を参考に

すべきであるという意見と同時に、個別具体的に検討すべきであるという意見が多数ござ

いました。 

それを受けまして、現在、事務局で関係府省の協力も得ながら、これまで行政記録情報

を活用した事例、それから今後活用を考えている事例に関して調査を行っております。そ

の調査結果に基づきまして、この問題、即ち行政記録情報の活用に関しましては、次回３

月 21 日にワーキンググループを開催する予定でございますので、そこで具体的な事例を参

考にしながら議論を進めたいと思っております。 

この行政記録情報の活用については２回目でさらに詳しく議論しましたので、後ほどご

紹介することにして、２つ目の民間開放のあり方に関しましては、２ぺージのところでご

ざいますが、これまではどちらかというと、民間開放ありきということで進んできてしま

って、根本の議論が不足しているのではないか。統計の立場から、何が大事かという判断

基準を設けるべきではないかという議論が出されました。 

それから、３つ目にオーダーメイド集計、匿名データの作成・提供について。３ぺージ

目でございますが、現在、２次的利用という言葉を使っておりますが、法律上は「できる

規定」であって、実際の対応は各府省の裁量に委ねるという形になっております。ただ、
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さまざまな形で、特に研究者の方々から具体的な要望があるために、各府省は積極的に対

応する方向で検討する必要があるということで一致をいたしました。 

申し遅れましたが、行政記録の活用に関しまして、地方公共団体の方から問題提起がご

ざいまして、地方公共団体にも当然のことながら行政記録はある。しかし、それを利用し

ようとすると、地方公共団体にはそれぞれ個人情報保護条例がある。それから、場合によ

っては、審査委員会というものもある。更には、住民感情等もあり、そのような状況で行

政記録情報を用いて統計作成は大変難しい。この問題に関して、法体系の見直しも含めて、

政府全体で取り組まないと地方レベルでの行政記録の活用というのはなかなか難しいので

はないかという問題提起もございました。この点、確かにこれから詰めていかなければい

けない点ではないかと考えております。 

第２回目の議事概要が４ぺージ以降でございます。第２回目は、行政記録の活用につい

て集中的に議論をいただきました。この回には、国税庁の方もオブザーバーとして出席を

していただきました。先ほど申し上げましたとおり、委員会のメンバーの方は行政記録の

情報をどう活用するかということが問題であって、その活用すること自体に関しては反対

論はないのですが、ただ、やはり法律的・技術的にさまざまな問題がある。そこをどうク

リアしていくかということが最大の論点でございます。この点、法的な解釈、特に行政法

上の解釈に関しましては、そもそも他の行政部局からの要請に基づき情報を提供するとい

うことは、現在の行政法上は守秘義務違反にはならないのではないかという行政法の専門

の先生のご意見もいただきました。ただし、新統計法での要請に基づく提供は守秘義務違

反にはならないとしても、問題は運用上のことであって、当然、例えば徴税目的で集めら

れた情報を統計目的に使った場合に、今度は徴税目的のやりにくさというか、あるいは国

民の心理的抵抗という問題が残る。そこは必ずしも法律的な問題ではなくて、運用の問題

も含めて、まだかなり詰めなければいけない問題が残っているということでございます。 

５ぺージ以降６ぺージにかけて、その回で出ました意見をまとめてございます。 

６ぺージの一番最後のところで、今は主として行政部門の業務記録のことを念頭に置い

て議論をしているわけですが、そこにございますとおり、ＰＯＳデータやＩＣ乗車券のよ

うに、民間データの利用可能性を考えるべきではないかというご意見もございました。た

だ、その場合に果たして無料で提供してくれるのか。あるいは、購入するとするならばど

の程度の費用がかかるのか。その辺は大変難しい問題がございますので、そこはまた更に

次の問題でございます。 

それから、７ぺージからは第３回目の会合の議事概要ですが、第３回目では、民間開放

のあり方について議論をいたしました。これも先ほど申しましたとおり、既に民間開放と

いうことでさまざまな実践が行われているわけですが、ただ、これは私の個人的な意見で

すが、「民間開放」と言ったり、統計部門では「民間委託」という言葉を使い、あるいは、

ほかの場合では「民間移譲」という言葉も使っている。その辺は大変錯綜しているような

気がいたします。そこで、とりあえず統計の立場からこの問題を議論するときに、「民間
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事業者の活用」あるいは「民間事業者との連携」と言った方がいいのかもしれませんが、

そういう言葉を使った方が、どれが民間開放で、どれが民間委託だと余り益のない議論を

してもしようがないように思いますので、一応そういうことで議論を進めるということで

メンバーの皆様方のご同意をいただいた上で第３回目の議論を行いました。 

ここでも、さまざまな形で意見が出ました。民間の立場からは、民間事業者を育成する

ためには、安定的に発注できる業務量が必要であること。統計調査の場合、例えば３年と

か５年の周期調査が多くて、それでは民間としても計画が立てにくいのではないかという

ような意見もございました。これらに関しましては、次々回第６回でございますが、官民

競争入札等監理委員会の委員であり、かつ統計調査分科会の主査でもある方にお越しいた

だいて意見交換を行うとともに、今後の望ましい姿に関して議論を深めていくことにいた

しました。 

第４回目の審議概要は席上配付したものでございます。これは、２次的利用の問題に関

して集中的に議論したものでございます。これに関しましては、大変大きな期待があり、

少なくとも、もし来年の４月に新統計法が全面施行になったときに、何らかの形で具体的

な提供ができるような体制を整えておかないと、大変大きな非難を浴びるというか、ある

いは我々の怠慢を責められる、責任を問われることにもなりかねません。これについては

は総務省統計局が一部試行的な提供はなさっておりますが、もちろん初めての経験でござ

いますので、何とか実現できるようにこれから関係府省の方々に努力をお願いしたいと思

っております。 

最後に、このデータの２次利用と密接に関係しておりますデータ・アーカイブの整備と

いうのがございます。これに関しまして、当日、東京大学の社会科学研究所の前田先生に

来ていただきまして、アメリカの事例等に関してお話をいただきました。それらを参考に

しながら、２次利用と密接に関係しているデータ・アーカイブに関して、更に第２ラウン

ド以降、議論を深めていきたいと思っています。 

以上でございます。 

○竹内委員長 どうもありがとうございました。大変無理を言って短く言っていただいて

申しわけありません。各部会のワーキンググループは、大変たくさんの仕事を引き受けて

いただいて、そして何回も会合を開いていただく予定で、今もうすでに一生懸命何回も開

いていただきまして誠にありがとうございます。何か私だけが寝ているようで申しわけな

いんですけれども。 

では、早速、いろいろご議論いただきたいと思いますが、細部に入ると際限なくなるか

もしれませんが、どなたからでもいいですけれども、とにかくぜひというご発言をお願い

します。 

○阿藤委員 第３ワーキンググループで、これまでも２回の議論の中で、いわゆる行政記

録情報の活用といいますか、例えば住民基本台帳とか、まだ出ていませんけれども、恐ら

く医療を議論するときにはレセプトデータの利用とか、そういうのが出てくると思うので
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すが、そういうものはある意味で一括して第４ワーキンググループにお任せすればいいの

か。その辺の仕分けですけれども、どのように考えたらよろしいのでしょうか。 

○竹内委員長 第４ワーキンググループとしてはどうお考えですか。 

○廣松委員 恐らく個別の行政記録によってかなり違うと思うんです。ですから、第４ワ

ーキンググループとしては、基本的な考え方と同時に、それぞれの、例えば第２ワーキン

ググループにも当然そういうご要望がおありだろうと思いますので、それらのご要望を聞

いた上で、何が具体的に候補になり得るかということをある程度絞った上で、そこから先

は恐らく共同作業で一緒にやっていただかないと、第４ワーキンググループだけで余り独

走しても、具体論としてなかなか詰め切らないのではないかというふうにちょっと心配し

ております。 

○吉川委員長代理 関連しての発言ですが、今ご説明があったように、ワーキンググルー

プで専門的なご議論をきっちりと積み重ねていただいているということは大変心強いこと

だと考えています。ただ、もう一方で、統計委員会全体として、基本計画をつくっていく

ときの戦略的な事項というのが見えにくくなっていく。これは事の性質として、すべてい

わば百科全書的にきちんと議論していくということになっていくと、百科全書の宿命であ

って、一方でどこに戦略的なポイントを置くかということが見えにくくなっていくという

ことだろうと思うんです。ですから、ワーキンググループの方できっちりとした専門的な

ご議論を重ねていただくことはもとより必要なことで、今ご説明のあったようなことを積

み重ねていただくということはもちろん結構だと思うのですが、これは委員長あるいは中

島室長へのお願いですが、もう一方で戦略的なことはどういうことなのかということをぜ

ひとも詰めておいていただきたいと思います。 

 今日のご議論を伺っていて、例えばですが、経済社会総合研究所長から経済センサスと

いう１つのキーワードが出たかと思いますが、こういうも問題もあるでしょうし、あるい

は、たった今問題になった行政記録の活用、これは大問題ですから、マターとしては、ワ

ーキンググループマターというよりは私は統計委員会マターだと思うんです。先ほどのご

説明を伺っていると、ある意味ではまだ一般論のようなことが議論されていると思うので

すが、そのことについては、実は以前あった委員会でもかなり議論したと思うんです。要

は、個別イシューだと私は考えます。個別具体的な問題だろうと思います。無制限に、い

わば一般論として行政記録を使うべきだというようなことを言っても話にならない。恐ら

く各省としても対応のしようもないような話だろうと思います。 

ですから、あくまでも個別具体的な問題で、どのような行政記録について、やはりこの

際、統計の目的のためにも活用すべきではないか。それは、先ほども申し上げましたけれ

ども、ワーキンググループではなくて、統計委員会マターだと思います。それほど大きな

ことだろうと思います。ですから、ワーキンググループでは、個別具体的にこういうもの

が統計の目的のために使われるべきじゃないかということを言っていただいて、あとは統

計委員会に投げていただくということではないでしょうか。ちなみに、私の記憶では、以



 

 25

前から問題になっていたのは、例えば税の関係では名簿情報ですね。税務の内容に立ち入

ったことではなくて、あくまでも税務当局が持っている名簿情報。どこにどういう企業が

あるかというような名簿情報について使わせてもらえないか、あるいは使えるといいので

はないか。それから、法務省の登記とか、あと、出入国の記録というものが、これだけグ

ローバル化した時代の中で、やはり人が入ってきたり出て行ったりという統計がないとい

うのは、あるいは不備であることは問題であるから、出入国の記録が使われて然るべきじ

ゃないかというご意見がたしかあったと思いますが、こういうような個別具体的なことに

ついて、どういう目的で、どのような情報を統計目的に使うべきではないかということを

ワーキンググループでいわばリストアップしていただいて、繰り返しになるかもしれませ

んが、統計委員会のこの本会議の方に上げていただいて、そこから話が始まる。ビッグイ

シューだろうと思います。一般論については、かなり詰めたのではないかと思います。 

○竹内委員長 吉川さんのおっしゃるようにやろうと思っていたので、それで、今、ワー

キンググループに具体的にどういうことについて、どういう情報が必要であるかというこ

とを出していただいて、また第４ワーキンググループでそれについて一般的なことも固め

ていただいた上で、これは統計委員会として決めるつもりでありますから、当面それぞれ

のワーキンググループでのレベルで議論をまとめていただきたいと思っております。 

今後のこの会の進め方ですけれども、今のところ、統計委員会と基本計画部会と一緒に

やっていますけれども、もう少し議論が進行したときに、いつかあるときに基本計画部会

だけを別にやる必要があるだろうと思います。また皆さんにご負担をかけて申しわけあり

ませんけれども、そういうことも必要ではないかと思っています。そこで、吉川さんがお

っしゃったような段階を踏まえやっていこうと思っていますので、ワーキンググループの

方でもいろいろ議論の対象になったことについて、ご意見をまとめていただいた上で、そ

こで決めてしまうといったことをお願いしているわけではありませんので、ぜひ統計委員

会、あるいは統計委員会の基本計画部会の方に、まとめた形で提出していただきたいとい

うふうに思っています。 

○廣松委員 補足でございますが、先ほどご紹介しましたとおり、今、実際の統計作成部

局が使いたいと思っているというか、どういう行政記録が使えそうかということに関して

リストアップしていただいています。一応それを取りまとめたものを次回のワーキンググ

ループのときにご紹介をして、その次の段階で、希望があったところにお越しいただいて

ヒアリングでも、あるいは文書で回答をいただくか、どちらかになろうかと思いますけれ

ども、来ていただいて、こちら側の具体的な要求に対して、提供する側がどういう障害と

いうか、問題点を考えていらっしゃるのか、そこまではある程度明らかにしたいと思って

おります。その上で、先ほど委員長がおっしゃったとおり、基本計画部会の方にその議論

を上げた上で、戦略的に、恐らく希望が上がってくるすべての行政記録に関して一遍に実

現をするというのは不可能だろうと思いますから、ある程度プライオリティもつけなけれ

ばいけませんでしょうし、その辺は基本計画部会全体としてご議論いただければというふ
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うに思っています。 

それから、別件でよろしいですか。 

○竹内委員長 どうぞ。 

○廣松委員 これは、たぶん第４ワーキンググループの方から第１ワーキンググループの

方へのお願いになるのかもしれませんが、民間開放の件に関して、いま公共サービス改革

法の下では、指定統計はすべて民間開放のまな板に乗るということになっています。ただ、

指定統計はすでに地方分権一括法に基づき、法定受託事務になっています。要するに、都

道府県あるいは市町村のレベルで法定受託事務として実施することになっています。そう

すると、民間開放するといっても、最終的に判断をするのは都道府県あるいは市町村です。

そこで大変複雑な要素が絡んできまして、公共サービス改革法の担当の方からは、指定統

計がすべて法定受託事務である必要があるのかという問い合わせも来ています。しかし、

今のところ、法律上、地方公共団体経由の指定統計はすべて法定受託事務で行うというこ

とになっている。一部の指定統計は法定受託事務ではなくて、国直轄でやっているものも

あります。科学技術研究調査がそうですが、地方公共団体経由の調査、調査員調査、法定

受託事務の関係について法的な側面も含めて、ご検討いただければと思っています。 

○竹内委員長 それはちょっと気になっていたことです。指定統計というのは間もなく無

くなるわけですけれども、基幹統計調査はそういう意味では法定委託事務にするという規

定になっているんですか。 

○貝沼総務省政策統括官 はい。 

○竹内委員長 しかし、それは基幹統計調査だけですか。 

○貝沼総務省政策統括官 そうです。 

あと、念のためですけれども、現行制度もそうですけれども、国が直接調査を実施する

指定統計もあるということで、地方に調査を委託するときには法定受託事務のスキームで

委託することになっているということだと思います。 

○竹内委員長 それから、全部ではなくて、例えば大規模なところは郵送に関しては国に

直接返すというようなこともありますよね。 

○貝沼総務省政策統括官 それもあります。 

○竹内委員長 民間委託に関しては、私もそこがややこしいと思ったことがあるんです。

ですから、国が直接民間に委託できる部分もあるし、地方を通じないと委託できない部分

もあるし、よくわからないんですよね。 

○貝沼総務省政策統括官 一応ルートとしましては、ご指摘のとおり複雑になっていると

いう指摘は当たっているかと思いますけれども、国が今、地方にお願いしてやっている調

査について、一旦、国が直轄のものとして引き上げた上で民間に委託するルートと、法定

受託事務ということで、地方にやっていただいているままで民間委託するルートがあり、

後者は廣松先生がおっしゃったように、地方の判断ということになるわけです。 

○竹内委員長 契約の主体も地方自治体になるわけですね。 
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○貝沼総務省政策統括官 そうですね。それは、政令改正とか、そういう手続的な手当を

した上ででございますが。 

○廣松委員 別の視点からもう少し言うと、それはある意味で調査方法そのものに関わる

問題でもあります。今の調査員調査ということに限定をしてしまうといろいろな制約が出

てくる。ですから、新しい調査方法をどういう形で導入するかということにも関わる問題

ではないかと思います。 

○竹内委員長 ただ、調査員調査でなくても、例えば科学技術研究調査のようなところで

は、郵便の事務取り扱いは民間委託に出していますね。 

○廣松委員 はい、そうです。特に問題なのは、調査員調査を民間開放したときです。 

○竹内委員長 その辺はいろいろ面倒くさそうですが、統計委員会として細かいところに

どこまでタッチしたらいいかということは別として、やはり民間委託について、これはど

なたかのご意見があったと思いますけれども、守るべき基準というのをきちんと定めてお

かないと、 なし崩し的に民間委託が進むということは非常に危険だと思いますから、そこ

は十分お考えいただいた方がいいと思います。 

○美添委員  ワーキンググループ１の話題になるということでしたら確認させていただ

きます。今の廣松委員の指摘というか、問題の提起は、そもそも法定受託という事務があ

るから民間開放が進まないのであって、そこを解決すべきではないかという発言が一部の

方からあったということで理解します。ただ、過去の経験を見ると、民間の事業者の活用

によって利点が生じるような側面というのは、統計調査のすべてを包括的にということで

はないというのがほぼ結論として見えてきている段階だと思います。したがって、第１ワ

ーキンググループでやることといっても、民間事業者はこれこれの点であれば活用して十

分メリットがある。これこれの点は実際にそのような事業者がほとんど存在しない点から

実現可能性は低いし、無理に実施しても、過去の幾つかの例示で明らかなように、ほとん

ど利益はない、例えばそういう取りまとめを想定しています。 

法定受託か民間委託かというのは、確かに調査の設計そのものを変えてしまうような内

容ですので、調査の一部分を切り取って国直轄として民間事業者に委託するというような

方法を考えてうまくいくような例があるのかどうかは検討してみますけれども、過去の経

験を見る限り、調査員調査ではそれは非常に難しい。特殊なある地方限定とか、東京都だ

けというような調査であれば可能性はあると思いますが、全国一律の調査員調査はほとん

どできない。国が直轄でやっても無理だというのが現状の理解だろうと思います。ただ、

その一部分は民間事業者を十分活用することができると思います。一部分というのは、統

計調査体系の中の一部分という意味です。 

○吉川委員長代理 この問題も、何でもそうですが、一方で民間開放を進めるべきだとい

う考え方と、もう１つは、余り乱暴にやってはいけないという２つの大きな考えがあるわ

けですね。私自身、過去にその間に立つようなことを経験したわけですが、数年前までは

民間開放を進めろというのが規制改革推進会議の方からずいぶん出ていたように記憶して



 

 28

おります。現在、どういうところがそういうことを強く主張しているのか、必ずしも私は

今ここでは理解していないのですが。そういう２つの違った考え方があるわけですが、そ

れを一般論で押し合いへし合いをしても余り有益でないように私は思います。ただ、統計

委員会の立場からすれば、やはり統計の精度を然るべく保つということは当然我々として

守らなければいけない原理・原則だと思うんです。 

ですから、このことも大変重要な１つのポイントですから、個別具体的に、とりわけ重

要な統計、基幹統計に係るようなところではもちろんですけれども、どこまでかはちょっ

とわかりませんが、例えば基幹統計に係るようなところだったら当然だと思うのですが、

そういうところに関して、具体的にどこからかそれを民間開放せよということになって、

そのことが具体的にアジェンダに上がってきたような場合に、これも統計委員会マターだ

と思うんです。本委員会マターで、統計委員会の義務だろうと思います。それをガラス張

りの中で、仮に個別ケースについて民間開放を進めるべきでないというようなことであれ

ば、然るべく世の中に対して、かくかくの理由でこの基幹統計に係るこのような調査は民

間開放にすべきではないということを説明するということじゃないかと思うんです。これ

を一般論の形で賛成論・反対論を展開するというのは、先ほども申し上げたとおり、余り

生産的でないし、また、場合によっては変な目で見られたりというリスクもゼロではない

ですよね。ですから、その意味でも、個別ケースについて明快に統計委員会で議論すべき

だと私は思います。 

○竹内委員長 吉川さんがおっしゃったことにちょっと。この話は、もうすでに進んでい

るわけですね。つまり、やるべきか、やらざるべきかということは議論する段階をとっく

に過ぎているわけです。私が少し不平を言わせて頂ければ、それはそもそもやるんだとい

うことが最初に統計の外から決まってしまって、それでは、それにどう対応しようかとい

うような話になって、すでにある程度進んでいるわけです。進んでいる上で、いろいろな

経験も生まれて、また、それに関して統括官の方からもいろいろなガイドラインや何かも

つくられているわけです。そういうことは前提にして皆さんにご議論いただくことになる

と思うんです。 

むしろ統計委員会としては、そういう意味では、やるかやらないかという議論は今さら

してもしようがないところがあって、これから民間開放が進んでいくことが方向だとした

ときに、どういう形でそれをやって、どういうことをすべきであり、どういうことをして

はいけないかというようなことを具体的に決めていく。具体的といっても、そんなに細か

く決められませんけれども、方針を出していくということだと思います。しかも、個別の

事例もすでに幾つかありますから、その辺を前提にしてご議論いただいて、何かの方針は

出した方がいいと思います。今から一般論をやる必要はないと思うし、やらなくて済むと

思っていますので。 

○大沢委員 先ほど、民間開放に関して、法体系の見直しも含めて対応すべきという意見

が出たということで、 ここら辺はどういう法体系が現在あって、民間開放に障壁というか、
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例えばデータを集めるときに、ある程度の目的を定めて指定しているのに、なかなか使え

ないとか、例えばそういったどういう法体系があるのかについて、今すぐじゃなくても、

こういう委員会で浮き彫りにして、もしそれが障壁となっているのだったら、どういう改

正が必要なのか、ちょっと浮き彫りにされた方がいいかなと思いました。 

○廣松委員 ちょっと言葉が足りなかったかもしれません。法体系という言葉を使ったの

は、要するに現行の統計法は今度、新統計法になります。地方分権一括法は地方分権一括

法で 98 年に施行されて、したがって、先ほど申し上げましたとおり、指定統計は法定受託

事務という形になったわけです。今度、公共サービス改革法という新しい法律が施行され

て、それは全く別の観点から、先ほど吉川委員がおっしゃったとおり、なるべく行政のス

リム化というか、規制緩和という観点から、行政事務をなるべく民間に開放するようにと

いう動きになったということです。 

その意味では、ベクトルが全然別個の方向を向いていて、そこで具体的に、例えば統計

調査の民間開放といったときに、すでに法定受託事務になっている統計調査を民間開放す

るとなったときに問題が起きているということです。それは必ずしも行政側にとって不便

なだけではなくて、民の方から見ても、全くわけのわからない状況になっていて、民間事

業者を育成するとは言いつつ、どうも今の状況のままでは民間の事業者にとってはほとん

ど魅力がないようなシステムというか、形になっているということです。 

○大沢委員 そういった調査の統計の集計における民間開放と、２次利用における民間開

放はまた違うということですね。 

○竹内委員長 今の件は民間開放とは言わないんです。それは全然別の概念ですから。 

○大沢委員 そうですか。 

○舟岡委員 民間開放の定義は難解で、私も１年半ぐらい前に理解できたのですが、統計

調査業務全般を包括的に民間に委託する、それを「開放」と呼んでいるようでして、一部

の委託については「民間開放」と呼んでいないようです。その意味で、民間開放すべしと

いうことについて、基本計画策定において統計委員会としての何らかの結論を早期に出し

ませんと、これをめぐっての議論や検討だけで、重要な統計資源を濫用すると言うと語弊

があるかもしれませんが、多大の労力をかけるのはできるだけ避けた方が良いと私は考え

ています。 

その意味で、先ほど美添委員がおっしゃったことに賛成でして、統計調査において、対

象が企業であるのか、世帯であるのか。あるいは、調査の仕組みがどういう仕組みである

のか。調査方法がどういうものであるか。それぞれに応じて、民間に委託する業務として

どこの部分が民間委託になじみ、効率的・効果的であるか。そういうところをきれいに整

理して結論を下すべきだろう。それを判断する重要な材料は、すでに科学技術研究調査、

個人企業経済調査、就業構造基本調査ですでに蓄積があります。そこでの知見をベースと

しながら、どういうタイプの調査だったら民間委託を幅広く行った方が有効であるか。 

こういう調査のタイプは余りやらない方がいいだろう。行う場合にも、どういうことが担
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保措置として講じられるべきか。こういうことが十分詰められるべきと思っています。 

○内閣府経済社会総合研究所長 今の点は舟岡委員のおっしゃったとおりで、公共サービ

ス改革法が出たのはマーケットのテスティングですから、民間と官が競争するということ

も含めて、どちらが合理的かということを決めている法律だと思っているので、統計の場

合、それをどうするかというのは、具体的な例も含めて、きちんと統計委員会としてそれ

に対してどう考えるかということはメッセージを送るべきだと思います。 

それからもう１つ、先ほど吉川先生のおっしゃったことで、戦略的に委員長、室長に考

えていただきたいと。非常に重要なことは、統計の作成、行政に係るリソース、これは予

算、人的リソースを含めて、基本計画を絵にかいた餅にしないためには、それを統計委員

会としてはどう考えるべきか、もしくは国は考えるべきかというメッセージはやはり基本

計画の中に盛るべきだと思うんです。それをやらないと、たぶんいろいろな注文が出たの

を、たぶん行政部局はほとんど背負い込めないと思います。今の人的リソースと予算の中

でやる分には。その辺もぜひ基本計画部会か統計委員会かでご議論いただければと思いま

す。 

○竹内委員長 今、経済社会総合研究所長がおっしゃったのは大変重要なポイントで、現

在の財政事情、あるいは財政に関する一般的な原則のもとで言えば、ただ単に「統計は重

要ですから、その重要な統計について、もっと予算、人員を拡充してください」と言って

も、「それはわかりましたけど、今のじゃ無理です」ということになってしまうと思うん

です。ですから、やはりもう少し戦略的に考えて、どういう意味で、どういう形で、例え

ば統計に対するリソースのことを言うかということについて、もう少し戦略的に考えた方

がいいんじゃないかと思っております。 

なぜ申し上げるかというと、新しい政策のために新しい省庁をつくろうとか、例えば消

費者省をつくるとかという話もありますし、それから観光庁をつくるとか、いろいろな話

があります。そういうことがあったときに、やはり新しい政策をやるためには、新しい情

報源が必要で、その新しい情報源として、やはり何といっても統計の充実が必要なので、

したがって、当然そういうときには新しい省庁をつくるときには準備費があるはずですか

ら、そのために、中でぜひ統計的なリソースをつくるための予算を取ってほしいというよ

うなことを原則的に少しお願いするとか、そういうことも考えられるのではないかと思っ

ていますので、それは皆さんとよくご相談してやりたいと思います。 

○内閣府経済社会総合研究所長 私は、増やしてくれという要求ばかりしても、たぶん絶

対通らないと思うんです。だから、どういう改革をやれば削ることもできると。だから、

先ほどの市場化テストの捉え方も、ある意味で効率化、こうしたらこういう部分の費用は

節約できますとか、こういうオーバーラッピング調査を１つにしたらもっと節約できます

とか、そういうことの提案とセットで、こういうところを充実すべきだということを言わ

ないといけないと思います。 

○竹内委員長 ただ、ちょっと脱線になりますけれども、現在の状況では、民間委託によ
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って効率化することは不可能だと私は思っています。 

○内閣府経済社会総合研究所長 民間委託は例ですけれども。 

○竹内委員長 現実のところとしては、逆に言いますと、無理に民間開放しようというこ

とで、普通の状況ではとても入札が成り立たないような価格を設定してやって、そして無

理に民間業者を見つけてきてやっていると、それは統計の質を落とす危険性がかなりある。

私は今までの経験によってはそう思っていますので、その辺はどこを出すかは別問題です

けれども、経済社会総合研究所長がおっしゃることはよくわかりました。 

何かございますか。 

○厚生労働省統計情報部 今のご発言に関してですが、統計の世界で、例えばＡをスクラ

ップしてＸをつくりましょうと、こういうことを言えば、統計の世界としてそういう判断

を持っているということは財政当局で尊重されると思うんです。しかし、ほかの政策・目

的に照らして、新しくつくる方がそもそも重要かどうか。例えば基礎的な財政収支の均衡

というのも重要なのかという議論になってしまうと、もしそこで新しくつくるものがそう

いうものに対して負ける。要するに、スクラップは出しなさいと。それで、新しいものは、

その余った財源は全部基礎的財政収支の改善に使いましょうと。こういう結論が政府全体

として下されるわけでございます。その点もちょっとご配慮いただければと思います。 

○内閣府経済社会総合研究所長 そういうことがあっては困るんですけど、例えばアメリ

カのセンサスの実施状況を見ていると、結果的な報告書としては、全体的にレジスターを

きちんとつくって、母集団情報をきちんとやって、行政記録をうまく使いやることによっ

て、相当負担が減ったというんです。記入者の負担も減った、それから調査主体の負担も

減った、集計の負担も減った。いろいろなことがあって、コストはこれだけ控除できたと

いうのは報告書に出ているわけです。そういうことをきちん計画的にやるべきだと思って

いるんです。 

○竹内委員長 経済社会総合研究所長のおっしゃることに反対するわけじゃないけれど

も、アメリカの人口センサスは１桁多い予算なんです。ですから、お金をそれだけ使って

いるから。 

○内閣府経済社会総合研究所長 それは、大きさが違いますから。 

○竹内委員長 もとの大きさが違うので、そこから倹約する余地もあるだろうと思うので、

日本の場合は、とにかく統計予算が全般的に外国とくらべても少ない。それでも、国勢調

査はかなり桁が大きい方ですけれども、なかなか絞れる余地というのはないと私は思って

いるんです。もちろん、全くないとは言えませんけれども。ですから、確かにスクラップ

・アンド・ビルドで、スクラップはしてもいいけれども、ビルドの方は止めだと言われた

ら今おっしゃったように本当に困るので、その辺は具体的に考えていただくのは結構だと

思いますし、特に省庁間をまたいでやっている調査の間にある意味でダブりがあって、そ

れをまとめることによってもっと効率化できるというようなことがあれば、そこはぜひ推

進した方がいいと思いますが、もう少し全体として統計に対するリソースが回ってくるよ
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うに政府として考えていただきたいというのが私の感じで、それは言ってもいいんじゃな

いかと思うんです。何も統計特定財源を持ってこようとは思いませんけれども。 

○阿藤委員 問題は違いますけれども、従来、指定統計調査といわゆる承認統計調査・届

出統計調査、特に承認統計ですが、この扱いが今後どのようになっていくのかということ

はどこかで議論する必要がないのか。例えば、ワーキンググループなどでも、ある分野の

ものを体系的に整理するというときに、従来の指定統計調査にいわゆる補完的な承認統計

調査を合わせて一本化するとか、当然そういう議論が出てくると思うのですが、逆に、そ

こからこぼれたと言うと変ですけれども、従来のままの承認統計調査であるけれども、そ

ういうものがないとすると、これは一体、基幹統計調査とそれ以外の統計調査はどういう

扱いになるのかというのは。 

○竹内委員長 今、阿藤さんのおっしゃったことも重要なポイントがあって、さっき統括

官の方から出された中にも、基幹統計をつくるために基幹統計調査があるけれども、それ

以外の統計調査の結果も間接的に段階を経て基幹統計に利用することがあるだろうという

お話があったのですが、そうすると、小さい統計だけれども、それはそれとして重要な情

報を含んでいる。しかし、それを基幹統計調査に全部入れてしまうかというと、いろいろ

大きさの面とか、信頼性の面とか、対象の範囲とか、どんなに広く使われるかというよう

な面もあって、そこまではできない。しかし、それはなくなっては困るんだというような

統計がいろいろあるので、そういうものについては、統計委員会としては一体どういう態

度をとったらいいのかということがあります。つまり、うっかりすると、それは全く統計

委員会の外であるというのだと、例えばそこの行政部局の都合で、あの調査はやめてしま

おうということになるかもしれない。その部局の行政目的には当面要らなくなったとして

も、統計としては非常に重要だというか、ぜひ欲しいものというのはありますから、その

辺は一体どういうふうにしているのか私もよくわからないんですけれども、どうなんです

か。 

○貝沼総務省政策統括官 基本計画の対象は基幹統計調査に限られているわけではない

ので、基本計画の中でいわゆる一般統計調査について何らかのことを盛り込むというのは

当然あり得るんじゃないかと思っております。その上で、具体的に基幹統計を各経済分野、

あるいは人口・社会分野で議論するときに、この基幹統計には、今ある承認統計調査も合

わせた形で統合してやるべきじゃないかとか、あるいは、今は指定統計調査だけれども、

この指定統計調査は必ずしもこれから基幹統計調査としてやる必要がないんじゃないか、

一般統計調査にしてもいいんじゃないかといったような、基幹統計調査と一般統計調査と

のやり繰りみたいなことというのは当然議論としてあり得るんじゃないかと思います。 

そのほかに、基幹統計体系はこういう形でやるけれども、それを補完するための一般統

計調査がいわば下支えするような形で必要じゃないかということが、何か具体的な事項と

してあれば、それも当然、基本計画案の中に入り込み得るものじゃないかというふうに思

っておりまして、あらかじめ今回の基本計画は基幹統計中心だとか、基幹統計以外につい
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ては盛り込むことができないとかという枠組みにはなっていないというふうにご理解いた

だいたらいいと思います。 

○竹内委員長 承認統計というのは、統計をすることについて承認を求めることですが、

やめることについて承認を求める必要はありませんね。 

○貝沼総務省政策統括官 ありません。 

○竹内委員長 いわば毎年やるとしたら、毎年承認を求めるわけで、去年までこれをやっ

たけれども、やめてしまいますというのだったら別に承認は必要ないわけですね。 

○貝沼総務省政策統括官 ありません。 

○竹内委員長 ですから、そこら辺が一般統計として全くノータッチとすると、つまり都

合によって勝手にやられる危険性が起こってくるわけですね。 

○貝沼総務省政策統括官 承認統計調査は、一般統計調査に移行しても今までどおり承認

が必要となり総務省政策統括官部局が承認をする。承認の基準というのも法律に書いてお

りまして、統計技術的にきちんとしていることと、今と同じような扱いが承認統計調査に

ついては続くということでございます。 

○竹内委員長 ただ、今と同じように、やめることについてはチェックがないんですね。

ですから、そこが何とか必要だと思うんです。 

そろそろ 15 分ぐらい過ぎてしまったので、皆さん、何かありませんか。 

○大守部会長代理 個別の点ですが、第４ワーキンググループでデータ・アーカイブとい

う非常に重要な問題を取り上げていらっしゃるとご説明がありました。私は、データ・ア

ーカイブで民間活用をどうやっていくかというのは重要かつ悩ましい問題ではないかと思

います。先ほど議論になっている統計調査における民間の役割と相当違っていて、仕事の

中身がかなり違うとか、それから、すでに私は毎日、民間のデータベースを使っているの

ですが、これから官の方が出ていくということがどういう影響を持つかとか、あるいは日

本がこれをつくると、たぶんアジア諸国もつくるかもしれませんし、そのときに、そうい

う産業を育成するという観点をどう考えるのか。重要な問題だと思いますので、統計調査

に関する民間活用の問題とはちょっと別に検討する必要があるかなという印象を持ちまし

た。よろしくお願いします。 

○舟岡委員 最後の１つ前にいいでしょうか。２次的利用について、海外から利用のニー

ズがあったときにどう対応するかという問題は議論しておいていただいた方が良いかなと

思います。個人的には、やはり統計は、国民の負担のもとで作成している国民の財産です

から、何でもかんでも提供すれば良いというものではないと判断しています。ただし、研

究等によって生み出された成果は日本の社会をよく知る上でも重要ですし、統計の発展に

もつながるので、何らかの道を開いておくべきだろうと思います。その際、よく言われて

いますが、レプリカデータの作成･提供ですね。データの交換とか、いろいろな手法を使っ

て、個別のデータには行き当たらなくても、擬似的に作成されたデータから何らかの分析

が可能になるような加工データを作成して、インターネット等で、研究者に限らず、民間
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の人であっても、高校生であっても、中学生であっても、海外の人であっても使えるよう

な、そういう方向を少し検討する必要があるのではないかと思うのですが、いかがでしょ

うか。 

○竹内委員長 擬似データ的なものをつくるということはちょっと別にして、本来、目的

外利用に当たるような部分というのは、今もそうだと思いますけれども、原則として国民

に限るというのは、外国はどうなんですか。例えば、日本からアメリカへアクセスして、

アメリカのデータをくれと言ったらもらえますか。 

○舟岡委員 もらえるものもあります。 

○竹内委員長 どういう形でもらえますか。つまり、初めから公開されているものは別で

すよ。 

○内閣府経済社会総合研究所長 基本は難しいと思います。 

○総務省統計局 恐らく、いわゆるパブリックユースファイルは確かにそうだと思います

が、そうでないものはむしろ原則チェックがかかって、ハードルは相当高いだろうと見る

べきだと思います。 

○竹内委員長 もともとオープンなファイルがあれば、それは別に外国の人が見れてもい

いわけで、同時に、そういうものをどうつくるかというのが次の１つの問題と思いますけ

れども、特別に申請して２次利用としてやるという部分については、当面は外国というこ

とは考えなくていいと思いますけれども。 

○廣松委員 これは実例ですけれども、ルクセンブルグ・インカムスタディ・プロジェク

トはレスピロカルな関係ですね。その国のデータが出ないと使わせない。データを提供す

ると、外国の人でも使ってもよろしいという取り決めというか、契約になっているようで

すね。そこはどういうふうにするか。それは、どちらかといえば、極めてクローズドなサ

ークルですから、一般的な利用という意味では確かにちょっと考えなければいけないとこ

ろがあると思います。 

○竹内委員長 廣松さんがおっしゃったようなケースでは、政府間交渉で交換するという

ことは可能だと思いますけれども、それは一般的にオープンにするという話とは別じゃな

いですか。 

○舟岡委員 それは政府間ではありませんし、一旦交換しますと一般の利用が可能になり

ますから同じだと思います。政府間の交渉事ではないことに加えて、ルクセンブルグ・イ

ンカムスタディの方にデータを提供しますと、それは一般の研究者が利用できるようにな

ります。 

○竹内委員長 では、個別審議するよりしようがないですね。 

○貝沼総務省政策統括官 今、舟岡先生ご指摘の点は、私どもも２次利用についての制度

検討に当たって必ずしも意識していなかった問題ですので、今後、検討を進める上で、外

国の扱いをどうするかということについて考えさせていただきたいと思っております。 

先ほど廣松先生もおっしゃられましたように、２次利用というのは、外国でも類似の制
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度があると思いますので、そういう外国の制度がどうなっているかということも含めまし

て、設計の相場観みたいなものがあれば、そういうことも参考にしながら制度をつくって

いくということじゃないかと思っております。われわれは勉強不足で、 今までのところは、

「学術利用及びその他の総務省令で定める場合」というような一般的な書き方で、どうい

う場合に２次利用できるかということを定めるということになっておりまして、必ずしも

外国についてどうしたらいいかということは考え及ばなかったところがございますので、

至急勉強させていただかなければいけないと思っております。 

○竹内委員長 外国の情報ももちろんある程度オープンにしなければならない面はある

と思いますけれども、ただ、初めから公開が原則のデータを出すのはもちろん問題ないわ

けですけれども、それ以上の場合は、やはり公開した相手に対して守秘義務などの責任を

取ってもらわなければならないことがありますね。これは、相手が外国で、どこの国にい

るかわからない人がインターネットでよこせと言ってきても、それは簡単に出せないんじ

ゃないかと思います。ですから、外国の人が使いたい場合は、日本の研究者と組んでいた

だいて、日本の研究者に紹介者になってもらって、責任をもって契約してもらうというこ

とぐらいしかやはり考えられないと思いますね。そう簡単には出せないというのでよろし

いんじゃないかと私は思いますけれども。 

それから、さっき何かご意見があったのは何ですか。 

○厚生労働省統計情報部 前回のこの会議で、委員長から、私どもがやっております医療

施設調査と病院報告でデータリンケージが行われているかどうかというご質問がございま

して、そのご回答ですが、資料を出していなくて申しわけないのですが、医療施設調査で

は病院の開設者というのを取っております。これは、例えば市町村の病院であるとか、あ

るいは独法の病院であるとか、あるいは完全に私の病院であるとか、 そういった概念でご

ざいます。これを医療施設調査では取っているのですが、病院報告ではとっておりません。

病院報告の集計を行います際に、医療施設調査の方からそれを持ってきまして集計票をつ

くって公開いたしております。 

○竹内委員長 そういう意味では、データはつながっているわけですね。 

○厚生労働省統計情報部 はい。 

○竹内委員長 わかりました。だいぶ時間がたちましたので、そろそろ閉会にしたいと思

います。では、事務局から次の予定などを紹介ください。 

○中島内閣府統計委員会担当室長 次回は基本計画部会との合同開催でございまして、４

月 14 日、月曜日の 15 時から 17 時、今日と同じ会議室、４号館の 11 階、共用第１特別会

議室において開催いたします。詳細につきましては、また正式な開催通知をもってお知ら

せいたしますので、よろしくお願いいたします。 

○竹内委員長 では、今日はこれで終わりにさせていただきたいと思います。 

-以上- 


